
 

令和７年３月 28 日 

消 防 庁 

「令和６年中の救急出動件数等（速報値）」の公表 

 
令和６年中の救急出動件数等の速報値を取りまとめましたので公表します。 

 

救急出動件数、搬送人員とも過去最多 

令和６年中の救急自動車による救急出動件数は 771万 7,123件（対前年比７万 8,565件増、

1.0％増）、搬送人員は 676万 4,838人（対前年比 12万 3,418人増、1.9％増）で救急出動件数、

搬送人員ともに集計を開始した昭和 38年以降、最多となりました。 

 

※ 速報値としての公表であり、精査の結果、数値を修正する可能性があります。 

※ 本資料のうち、令和５年以前の数値は確定値となります。 

 

 

資料の入手方法 

資料については、総務省ホームページ（https://www.soumu.go.jp）及び消防庁ホームページ 

（https://www.fdma.go.jp/）に掲載します。 

 

 

 

 

連絡先 

救急企画室 

担当：竹田補佐、門口係長、岡村事務官 

電話：03-5253-7529（直通） 



1 

 

令和６年中の救急出動件数等（速報値） 

 

１．救急出動件数と搬送人員の推移 

令和６年中の救急自動車による救急出動件数は 771万 7,123件（対前年比７万 8,565件増、1.0％ 

増）、搬送人員は 676万 4,838人（対前年比 12万 3,418人増、1.9％増）で救急出動件数、搬送人員と 

もに前年と比較して増加した（図１、表２参照）。 

 

図１ 救急自動車による救急出動件数及び搬送人員の推移 

 

 

表２ 救急自動車による救急出動件数及び搬送人員の５年ごとの推移 

  救急出動件数 (件) 増減率(%) 搬送人員 (人) 増減率(%) 

平成 16 年 5,029,108 ― 4,743,469 ― 

21 5,122,226 1.9% 4,682,991 ▲1.3% 

26 5,984,921 16.8% 5,405,917 15.4% 

令和元年 6,639,767 10.9% 5,978,008 10.6% 

６ 7,717,123 16.2% 6,764,838 13.2% 
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２．事故種別の救急出動件数及び搬送人員 

令和６年中の救急自動車による救急出動件数の内訳を事故種別ごとにみると、「急病」が519万5,253

件（対前年２万 759件増、0.4％増）、「一般負傷」が 122万 4,127件（対前年比３万 8,730件増、3.3％

増）、「転院搬送」が 58万1,685件（対前年比２万 5,318件増、4.6％増）、「交通事故」が 39万 3,875

件（対前年比 5,702件減、1.4％減）などとなっている（表３参照）。 

過去 20年における事故種別の救急出動件数と構成比の５年ごとの推移をみると、「急病」と「一般

負傷」は出動件数、構成比ともに増加している一方で、「交通事故」は出動件数、構成比ともに減少し

ている。また、「転院搬送」の構成比は減少しているが、出動件数は増加している。（図４参照）。 

 

表３ 事故種別の救急出動件数対前年比 

 

※ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。 

 

図４ 事故種別の救急出動件数と構成比の５年ごとの推移 

出動件数 構成比（％） 出動件数 構成比（％） 増減数 増減率（％）
急　病 5,195,253 67.3 5,174,494 67.7 20,759 0.4

交通事故 393,875 5.1 399,577 5.2 ▲ 5,702 ▲ 1.4
一般負傷 1,224,127 15.9 1,185,397 15.5 38,730 3.3

加　害 27,247 0.4 27,126 0.4 121 0.4
自損行為 61,705 0.8 64,146 0.8 ▲ 2,441 ▲ 3.8
労働災害 62,260 0.8 60,576 0.8 1,684 2.8
運動競技 43,271 0.6 41,900 0.5 1,371 3.3

火　災 23,937 0.3 24,029 0.3 ▲ 92 ▲ 0.4
水　難 4,783 0.1 4,662 0.1 121 2.6

自然災害 736 0.0 653 0.0 83 12.7
転院搬送 581,685 7.5 556,367 7.3 25,318 4.6
そ の 他 98,244 1.3 99,631 1.3 ▲ 1,387 ▲ 1.4
合　計 7,717,123 100 7,638,558 100 78,565 1.0
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１ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。 

２ 事故種別の定義 

    急  病：疾病によるものをいう。 

    交通事故：すべての交通機関相互の衝突及び接触又は単一事故、もしくは歩行者が交通機関に接触したこと等による事故をいう。 

一般負傷：他に分類されない不慮の事故をいう。 

加  害：故意に他人によって傷害等を加えられた事故をいう。 

自損行為：故意に自分自身に傷害等を加えた事故をいう。 

労働災害：各種工場、事業所、作業所、工事現場において就業中発生した事故をいう。 

運動競技：運動競技の実施中に発生した事故で直接運動競技を実施している者、審判員及び関係者の事故をいう。 

火  災：火災現場において直接火災に起因して生じた事故をいう。 

水  難：水泳中（運動競技によるものを除く。）の溺者又は水中転落等による事故をいう。 

自然災害：暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火、雪崩、地すべり、その他の異常な自然現象に起因する災害による事故をいう。 

転院搬送：医療機関に収容された者を、何らかの理由により他の医療機関へ搬送したものをいう。 

そ の 他：その他のもの。傷病者不搬送件数のうち上記救急事故に分類されないものをいう。 
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令和６年中の救急自動車による搬送人員の内訳を事故種別ごとにみると、「急病」が 455万 6,813人

（対前年比６万 909人増、1.4％増）、「一般負傷」が 109万 9,724人（対前年比３万 9,802人増、3.8％

増）、「交通事故」が 35万 5,461人（対前年比 5,088人減、1.4％減）などとなっている（表５参照）。 

過去 20 年における事故種別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移をみると、事故種別ごとの救急

出動件数と同様に、「急病」と「一般負傷」は搬送人員、構成比ともに増加している一方で、「交通事

故」は搬送人員、構成比ともに減少している（図６参照）。 

 

表５ 事故種別の搬送人員対前年比 

 

※ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。 

 

図６ 事故種別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移 

１ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。 

２ 令和元年以前は「他（左記以外）」に転院搬送を含む。 

 

搬送人員 構成比（％） 搬送人員 構成比（％） 増減数 増減率（％）
急　病 4,556,813 67.4 4,495,904 67.7 60,909 1.4

交通事故 355,461 5.3 360,549 5.4 ▲ 5,088 ▲ 1.4
一般負傷 1,099,724 16.3 1,059,922 16.0 39,802 3.8

加　害 19,589 0.3 19,147 0.3 442 2.3
自損行為 42,444 0.6 42,977 0.6 ▲ 533 ▲ 1.2
労働災害 60,492 0.9 58,752 0.9 1,740 3.0
運動競技 42,065 0.6 40,766 0.6 1,299 3.2

火　災 4,936 0.1 4,997 0.1 ▲ 61 ▲ 1.2
水　難 1,830 0.0 1,808 0.0 22 1.2

自然災害 561 0.0 382 0.0 179 46.9
転院搬送 577,896 8.5 552,422 8.3 25,474 4.6
そ の 他 3,027 0.0 3,794 0.1 ▲ 767 ▲ 20.2
合　計 6,764,838 100 6,641,420 100 123,418 1.9

事故種別
令和５年中 対前年比令和６年中

67.4%

65.6%

63.3%

61.1%

58.0%

5.3%

6.9%

9.4%

11.9%

15.3%

16.3%

15.5%

14.9%

13.8%

12.9%

8.5%2.6%

12.0%

12.4%

13.2%

13.8%

6,764,838人

5,978,008人

5,405,917人

4,682,991人

4,743,469人

0 100 200 300 400 500 600 700

６

令和元年

26

21

平成16年

急病 交通事故 一般負傷 転院搬送 他（左記以外）

（単位：万人）



5 

 

３．年齢区分別の搬送人員 

令和６年中の救急自動車による搬送人員の内訳を年齢区分別にみると、「高齢者」が 428万 2,228人

（対前年比 18万 8,676人増、4.6％増）、「成人」が 196万 8,285人（対前年比 53人増、0.0％増）、

「乳幼児」が 27万 5,323人（対前年比６万 724人減、18.1％減）などとなっている（表７参照）。 

過去 20年における年齢区分別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移をみると、「高齢者」の搬送人

員、構成比が増加している（図８参照）。 

 

表７ 年齢区分別の搬送人員対前年比 

 
※ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。 

 

図８ 年齢区分別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移 

 

１ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。 

２ 年齢区分の定義 

新生児：生後28日未満の者  

乳幼児：生後28日以上満７歳未満の者 

少 年：満７歳以上満18歳未満の者 

成 人：満18歳以上満65歳未満の者 

高齢者：満65歳以上の者 

 

搬送人員 構成比（％） 搬送人員 構成比（％） 増減数 増減率(％）

新生児 12,262 0.2 12,344 0.2 ▲ 82 ▲ 0.7
乳幼児 275,323 4.1 336,047 5.1 ▲ 60,724 ▲ 18.1
少　年 226,740 3.4 231,245 3.5 ▲ 4,505 ▲ 1.9
成　人 1,968,285 29.1 1,968,232 29.6 53 0.0
高齢者 4,282,228 63.3 4,093,552 61.6 188,676 4.6
合　計 6,764,838 100 6,641,420 100 123,418 1.9
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４．傷病程度別の搬送人員 

令和６年中の救急自動車による搬送人員の内訳を傷病程度別にみると、「軽症（外来診療）」が 316

万 7,205人（対前年比５万 1,627人減、1.6％減）、「中等症（入院診療）」が 301万 8,266人（対前年

比 16万 7,644人増、5.9％増）、「重症（長期入院）」が 48万 8,340人（対前年比 6,347人増、1.3％

増）などとなっている。（表９参照）。 

過去 20年における傷病程度別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移をみると、「軽症（外来診療）」

の構成比は減少しているが、搬送人員は増加しており、「中等症（入院診療）」は搬送人員、構成比

ともに増加している（図 10参照）。 

 

表９ 傷病程度別の搬送人員対前年比 

 

※ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。  

 

図 10 傷病程度別の搬送人員と構成比の５年ごとの推移 

 

１ 割合の算出に当たっては、端数処理（四捨五入）のため、割合の合計は100％にならない場合がある。 

２ 傷病程度の定義 

死 亡      ：初診時において死亡が確認されたもの 

重 症（長期入院）：傷病程度が３週間以上の入院加療を必要とするもの 

中等症（入院診療）：傷病程度が重症または軽症以外のもの 

軽 症（外来診療）：傷病程度が入院加療を必要としないもの 

その他      ：医師の診断がないもの及び傷病程度が判明しないもの、もしくはその他の場所に搬送したもの 

※ 傷病程度は入院加療の必要程度を基準に区分しているため、軽症の中には早期に病院での治療が必要だった者や通院による治療が必要

だった者も含まれている。 

 

 

搬送人員 構成比（％） 搬送人員 構成比（％） 増減数 増減率（％）

死　亡 85,555 1.3 88,127 1.3 ▲2,572 ▲ 2.9
重症（長期入院） 488,340 7.2 481,993 7.3 6,347 1.3

中等症（入院診療） 3,018,266 44.6 2,850,622 42.9 167,644 5.9
軽症（外来診療） 3,167,205 46.8 3,218,832 48.5 ▲51,627 ▲ 1.6

その他 5,472 0.1 1,846 0.0 3,626 196.4
合　計 6,764,838 100 6,641,420 100 123,418 1.9
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別表 都道府県別の救急自動車による救急出動件数と搬送人員 
 

令和６年中 令和５年中 増減 増減率 令和６年中 令和５年中 増減 増減率
北海道 301,861 312,477 ▲ 10,616 ▲3.4% 266,834 271,261 ▲ 4,427 ▲1.6%
青森県 58,457 60,197 ▲ 1,740 ▲2.9% 53,390 54,672 ▲ 1,282 ▲2.3%
岩手県 57,926 59,272 ▲ 1,346 ▲2.3% 53,337 54,367 ▲ 1,030 ▲1.9%
宮城県 130,260 130,226 34 0.0% 114,361 112,950 1,411 1.2%
秋田県 46,200 48,413 ▲ 2,213 ▲4.6% 42,714 44,546 ▲ 1,832 ▲4.1%
山形県 49,233 50,228 ▲ 995 ▲2.0% 45,527 46,718 ▲ 1,191 ▲2.5%
福島県 94,866 94,290 576 0.6% 86,188 84,862 1,326 1.6%
茨城県 162,632 163,049 ▲ 417 ▲0.3% 145,188 143,046 2,142 1.5%
栃木県 99,363 98,776 587 0.6% 85,984 84,814 1,170 1.4%
群馬県 110,704 108,191 2,513 2.3% 97,240 94,628 2,612 2.8%
埼玉県 449,438 438,761 10,677 2.4% 376,881 363,306 13,575 3.7%
千葉県 398,828 399,659 ▲ 831 ▲0.2% 334,903 331,861 3,042 0.9%
東京都 941,059 924,100 16,959 1.8% 802,829 779,336 23,493 3.0%

神奈川県 602,795 594,883 7,912 1.3% 508,782 499,129 9,653 1.9%
新潟県 122,176 120,057 2,119 1.8% 110,492 107,240 3,252 3.0%
富山県 53,929 52,970 959 1.8% 50,867 49,764 1,103 2.2%
石川県 58,424 55,982 2,442 4.4% 52,311 50,035 2,276 4.5%
福井県 34,323 34,379 ▲ 56 ▲0.2% 31,847 31,910 ▲ 63 ▲0.2%
山梨県 48,280 46,989 1,291 2.7% 44,494 43,453 1,041 2.4%
長野県 116,746 112,958 3,788 3.4% 109,675 106,054 3,621 3.4%
岐阜県 104,228 104,083 145 0.1% 97,524 97,120 404 0.4%
静岡県 198,171 195,785 2,386 1.2% 176,220 173,467 2,753 1.6%
愛知県 425,954 419,704 6,250 1.5% 385,883 379,080 6,803 1.8%
三重県 109,417 112,538 ▲ 3,121 ▲2.8% 100,505 102,533 ▲ 2,028 ▲2.0%
滋賀県 75,892 75,766 126 0.2% 69,969 69,894 75 0.1%
京都府 168,960 166,500 2,460 1.5% 150,035 144,994 5,041 3.5%
大阪府 704,080 690,073 14,007 2.0% 606,737 586,767 19,970 3.4%
兵庫県 344,770 340,738 4,032 1.2% 300,721 293,104 7,617 2.6%
奈良県 91,832 90,390 1,442 1.6% 83,327 81,523 1,804 2.2%

和歌山県 59,516 58,884 632 1.1% 54,518 53,758 760 1.4%
鳥取県 30,498 30,887 ▲ 389 ▲1.3% 28,750 29,137 ▲ 387 ▲1.3%
島根県 36,839 36,554 285 0.8% 34,698 34,184 514 1.5%
岡山県 105,314 104,564 750 0.7% 96,344 95,560 784 0.8%
広島県 157,509 156,805 704 0.4% 135,257 133,247 2,010 1.5%
山口県 78,793 78,419 374 0.5% 68,218 67,740 478 0.7%
徳島県 41,767 40,753 1,014 2.5% 37,880 36,893 987 2.7%
香川県 54,997 54,385 612 1.1% 48,678 48,419 259 0.5%
愛媛県 82,730 79,305 3,425 4.3% 75,926 72,735 3,191 4.4%
高知県 46,356 46,822 ▲ 466 ▲1.0% 42,002 42,032 ▲ 30 ▲0.1%
福岡県 311,490 309,439 2,051 0.7% 277,648 272,576 5,072 1.9%
佐賀県 43,879 43,880 ▲ 1 ▲0.0% 40,524 40,373 151 0.4%
長崎県 76,981 76,134 847 1.1% 67,092 66,096 996 1.5%
熊本県 105,207 103,745 1,462 1.4% 93,193 91,625 1,568 1.7%
大分県 66,379 64,204 2,175 3.4% 59,100 57,062 2,038 3.6%
宮崎県 56,872 55,111 1,761 3.2% 47,650 46,553 1,097 2.4%

鹿児島県 100,993 99,484 1,509 1.5% 91,012 88,710 2,302 2.6%
沖縄県 100,199 97,749 2,450 2.5% 81,583 82,286 ▲ 703 ▲0.9%

合計 7,717,123 7,638,558 78,565 1.0% 6,764,838 6,641,420 123,418 1.9%

救急出動件数 搬送人員
都道府県

区分


